
126 漁港漁場機能増進事業

＜対策のポイント＞
漁港・漁場のストック効果の最大化を図るため、流通・生産機能高度化、安全対策向上・強靭化、漁村活性化に資する整備を支援します。また、海洋環境
の変化に適応した漁場環境の形成に資する整備を支援します。

＜事業目標＞
○ 事業実施地区において、労働環境の改善及び生産性の向上が確保された漁港の割合（100%［令和13年度まで］）
○ 事業実施地区において、安定的な漁業生産体制が確保された漁港の割合（事業完了５年後：100%［令和13年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．海洋環境変化対策事業
① 海洋環境の変化に適応するため、漁場施設の新設・移設や漁場の保全のための
事業を支援します。

② 既存の漁場の磯焼け対策となる藻場礁の拡大や機能増進を支援します。
③ 海洋環境を的確に把握するため、漁場観測施設の設置を支援します。

２．流通・生産機能高度化事業
① 水産物の流通高度化を図るため、漁港内の屋根等の整備を支援します。
② 漁港の省力化・軽労化・就労環境改善を図るため、浮体式係船岸等の整備を支
援します。

③ 漁業の操業形態の転換に資する環境整備を支援します。

３．安全対策向上・強靭化事業 
漁業者が安全・安心な漁業活動を営むため、防波堤の嵩上げ等を支援します。

４．漁村活性化事業
① 漁港における二酸化炭素排出削減のため、再生エネルギー関係の施設整備を支
援します。

② 海業の推進を図るため、漁港施設の再編・整序を支援します。

［お問い合わせ先］水産庁計画・海業政策課（03-3502-8491）

令和９年度予算概算要求額 850百万円（前年度 100百万円）

＜事業の流れ＞
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